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研究成果の概要（和文）：本研究は，日本・中国・韓国・台湾を中心とした東アジア地域で行われる低炭素政策
の環境及び経済へ与える影響を一国レベルだけでなく、東アジア全体への影響をE3
（Energy-Economy-Environment）関連大規模グローバル計量経済モデル、すなわちE3MEマクロ計量モデルにより
定量的に分析・評価したものである。
 本研究は、各種の低炭素経済関連政策が一国だけでなく他国に及ぼす影響を評価した上で、さらに制度の定性
的な側面も十分に検討し、東アジア地域におけるエネルギー利用の持続可能性の実現、温室効果ガスの排出削
減、および低炭素技術革新投資を促すような、関連制度の改革の方向性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： This study describes and assesses the current situation and policies that 
are aimed at the development of sustainable, low-carbon economies in East Asia. We consider how 
existing policies, including carbon and energy taxes, and regulations on nuclear power compare with 
those of the rest of the world, and how they could be improved upon. Our analysis is carried out in 
the context of the region’s growing economic and environmental interdependence, which is likely to 
increase further in future.
 From the many results and discussions in this study we see three broad policy conclusions as 
belows: (1) The implementation of a sustainable mix of energy and power sources based on restriction
 of nuclear power and fossil fuels. (2) The promotion of carbon taxation with the revenues used to 
either reduce existing taxes.(3) The development of a low-carbon partnership in East Asia that will 
enable policy coordination in climate and energy issues. 

研究分野：環境経済政策学
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１．研究開始当初の背景 
近年では、日本や韓国など東アジアの先進

工業国でもエネルギー・環境税制の低炭素グ

リーン改革の動きが見られるが、その歩みは

必ずしも力強いものではない。日本では炭素

税がついに 2012年に導入されたが、EUの国

で見られるような「二重の配当」を見据えた

本格的な環境税制改革とはいえない。韓国で

は排出権取引制度の 2015 年からの導入が決

まったが産業界の反対がいまだ強く、当分の

あいだ炭素税導入の見通しもない。台湾でも、

低炭素政策は強い政治的抵抗に直面してい

る。中国でも、炭素税を含む環境税導入の動

きが大きく進んでいるとは言えない。その理

由の一つとして、自国のみが環境税を導入す

ることによって国際競争力が損なわれる懸

念がある。 

そんな中、日本の政府は福島第 1原発事故

を契機とする脱原発依存を理由に温室効果

ガス削減目標を大幅に引き下げる考えを示

している。他方、中国と韓国は日本での事故

後も依然として原発を低炭素エネルギー政

策の柱と位置づけ、原発拡大・維持路線を堅

持している。原発の増加は、エネルギー需要

の成長がこれまで通り続く中で必ずしも温

室効果ガスの抑制につながるとは限らず、近

隣諸国に対しても大きな潜在的リスクを及

ぼす。こうした背景から、東アジア諸国にお

いては、エネルギーの持続可能性と安全性、

および環境と経済の両立という課題につい

ても、国家間の協調的な取り組みが求められ

ている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目標は、近隣の日本、中国、韓国

そして台湾を中心とする東アジアにおける、

持続可能な低炭素経済の実現のために必要

な知見と政策課題を見出すことであり、その

ための解明すべき問題を、下記の 3つの政策

課題に絞った。すなわち、第 1に東アジアで

持続可能なエネルギー・電源選択は如何なる

ものであるべきか、第 2に東アジアで環境と

経済が両立できるようなエネルギー・炭素税

の制度設計は如何なるものであるべきか、第

3 に東アジアにおける自由貿易の流れの中で、

環境と経済への与える影響の評価と低炭素

政策の協力は如何なるものであるべきかで

ある 
 
３．研究の方法 
本研究の大きな特徴としては、東アジア地

域で行われるエネルギー環境税制改革の環

境及び経済へ与える影響を一国レベルでは

なく、東アジア全体への影響を E3 関連大規

模グローバル計量経済モデルにより定量的

に分析することである。これまで東アジア地

域について実施されてきた E3 モデル分析は、

ひとつの国を対象としたものがいくつか見

られるものの、相互依存しあう東アジア経済

を総合的に分析対象としたものはきわめて

少ない。 

本研究のモデル研究の特色は、欧州や

IPCC など国際機関で環境税制改革や気候変

動政策等のさまざまな分析に力を発揮して

きたマクロ計量経済モデルである E3MEを、

本研究の参加者達が、開発運用者である英国

の Cambridge Econometrics の協力を得て、

東アジア地域でも精緻な分析が可能な独自

の E3ME-Asia モデルとして再構築し、活用

する点である。 

E3ME モデルのグローバル バージョンは

全世界を 59 つの地域で分割し、G20 国家や

EU 連合国家で区分することのも可能である。

最近このモデルは日本、中国、韓国、台湾な

ど東アジアと東南アジア地域国家まで分析

対象を拡大した。このような E3ME-Asia モ

デル分析の結果を比較検証する側面からも、

本研究ではいくつかの研究課題については、

応用一般均衡モデル(Computable General 

Equilibrium, CGE)、そして国際産業連関分

析モデルによる分析も用いる。 



 
４．研究成果 

 本研究の成果の集大成は、Soocheol Lee, 

Hector Pollitt, Park Seung- Joon 2015. 

“Low Carbon, Sustainable Future in East 

Asia-Improving Energy System, Taxation 

and Policy Cooperation” Routledge にまと

められている。この単行本は、3 部に編成さ

れ、19 章（論文）として構成されている。 

第 1部は、東アジアにおける電源選択利用

の持続可能性と安全性、第 2部は、環境と経

済の両立を目指した環境税制改革、第 3部は、

東アジア地域において自由貿易の流れの経

済・環境影響評価と政策協調のあり方である。

以下、３つの部ごとに研究成果をまとめる。 

 

(1)東アジアの持続可能なエネルギー・電源選

択 

まず、本研究では東アジアにおける①原発

シェア拡大を認めない原発規制のシナリオ、

②石炭火力のシェア拡大を認めない石炭火

力規制シナリオ、③原発と石炭火力の同時規

制シナリオを用いて、こうした規制が各国の

電源選択および環境と経済に与える影響に

ついてモデル分析を行った。 

その結果、原発規制シナリオ（上記シナリ

オ①）では、再生可能エネルギーよりも石炭

火力が大幅に選択され、CO2排出量が急増し

てしまうことが明らかになった。それに対し

て石炭火力規制、そして石炭火力と原発の同

時規制シナリオ（上記シナリオ②、③）では、

当然ながら再生可能エネルギーのシェア増

大が実現され、CO2排出の大幅な削減をもた

らされることになる (Lee, et al. 2015, 

Chapter3)。したがって、原発のシェアを抑制

しつつ、持続可能な低炭素経済を実現するに

は、石炭をはじめとする化石燃料の利用を抑

制する政策も同時に求められることがわか

る。 

図１では、上記 3 つのシナリオよる 2030

年までの日本の電源構成の変化が表現され

ている(Lee, et al. 2015, Chapter3)。当然ながら

両国共に原発と石炭火力の同時規制シナリ

オのみ、再生可能エネルギーのシェア増大が

実現され、CO2排出の大幅な削減をもたらさ

れることになる。したがって、原発のシェア

を抑制しつつ、持続可能な低炭素経済を実現

するには、石炭をはじめとする化石燃料の利

用を抑制する政策も同時に求められること

がわかる。 

図 1 日本のエネルギー政策別 2030年電源構成予測 

 
注： Base は、日本が現状維持のエネルギー政策
を行った場合の電源構成予測。S1Jp は原子力稼動
を規制した場合の電源構成予測。S2Jp は石炭火力
を規制した場合の電源構成予測。S3Jp は原子力と
石炭火力を同時に規制した場合の電源構成予測。 

出所: Ogawa,et al.,（2015）、57 ページ Figure3.3

により。 

 

（2）エネルギー・炭素税改革の制度設計 

本研究では、持続可能な低炭素経済に向け

た炭素税を用いた環境税制改革の先駆的な

制度設計のあり方を提案した。結論的には、

欧州で一定の成果が報告されてきた環境税

制改革が東アジアでも有効であることが確

認された。すなわち各国が表明した温室効果

ガス削減目標を達成するのに十分な炭素税の

税率を計算するとともに、その炭素税の税収を

消費税、所得税、企業の労働関連コスト（社

会保障負担など）の軽減のために還元するシ

ナリオ分析を行った結果、二酸化炭素排出削

減と経済活性化の同時達成という「二重の配

当(double dividend)」が見られた（Lee, et al. 



2015、Chapter8,9）。特に本研究のモデル分析

では、消費税へのリサイクルにおいて、もっ

とも大きな効果が確認された。表１に、日本に

関する結果が要約されている。 

 

表１ 日本の 2020 年温室効果ガス削減目標達成に

必要な炭素税と炭素課税の経済影響 

 

 
注）表内のシナリオを分類する「JN-」は、日本(Japan、
J-)が単独(national、-N-)で、温暖化防止目標を達成
しうるだけの炭素税を導入することを意味する。最後
の 1 字は、炭素税の税収を還元しないこと
(no-recycling、-N)、あるいは炭素税収を用いて減税
する税の種類(consumption tax, -C; income tax, -I; 
labor tax, -L)を意味する。2020 年までの目標を制約
条件として炭素税率を求め、それ以降 2030 年までの
炭素税率は実質で一定（物価に応じた引き上げ）とす
る。 

出所: Park, et al.,（2015）、131ページTable8.6により。 

 

（3）東アジア地域における低炭素政策の選

択と協力 

本研究では、自由貿易と持続可能な低炭素経

済の関係が示された。近年、TPP、中韓 FTA、

日中韓 FTA をはじめとする自由貿易の流れ

により、東アジア地域における貿易が活性化

し、経済の相互依存がさらに強まることが予

想される。自由貿易は、関税撤廃によるエネ

ルギー価格低減と貿易活性化による二酸化

炭素排出の増加をもたらすと予想される。つ

まり、貿易の深化は、この地域の経済厚生を

高める一方で、持続可能な低炭素経済の実現

を阻害するおそれがある。 

貿易の深化によって、これまでのように製

品の生産国に CO2排出の「責任」を負わせる

だけではなく、消費国の「責任」についても

考える必要が生じている。本研究の GTAP

（Global Trade Analysis Project）をベースにし

た  the international IO structure in the 

Asia-Pacific regionモデル分析から、二酸化炭

素排出の「責任」を生産地から消費地に移す

ことによって、地域ごとの排出量の大小関係

や、排出量の推移が、全く違った姿で見える

ようになった（Lee, et al. 2015、Chapter18,19)。  
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